
条例定数25人

条例定数25人

　（注）１　企業長は含みません。

　　　　２　事務職員のうち３人は、派遣職員です。

一 般 事 務 9 人 1 人

人

令和元年度末

増 　 減

平成30年度末 9 人 11 人 20

　（３）職員数の状況

区 分 事務職員 技術職員 合 計 備 考

人 11 人 21 人

　（２）退職等の状況（令和元年度退職）

2 人 0 人人

0 人

3 人

１　職員の任免及び職員数に関する状況

　佐賀西部広域水道企業団人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の規定に基

10

づき、職員の給与、勤務条件などの人事行政の運営等の状況について公表します。

　（１）採用状況（令和元年度採用）

0

競 争 試 験

採用者数

土 木 人

　　　　　　　　　佐賀西部広域水道企業団人事行政の運営等

　　　　　　　　　の状況の公表について

1 人 1 人0

合格者数

　　　　　該当なし

人

区 分

化 学

1 人 1

受験者数

1



４４歳１１月

　　　２　職員手当には、退職手当を含みません。

　（３）職員の平均給料月額、平均給与月額、平均年齢の状況

（平成３１年４月１日現在）

平均給料月額 平均給与月額 平均年齢

18 72,553,200 11,491,626 29,398,016 113,442,842 6,302,380

(人) (円) (円) (円) (円) (円)

　　　手当のほか、共済組合負担金、退職手当負担金等の法定福利費を含みます。

　（２）職員給与費の状況（令和元年度）　　　　　　　　　　　　　　　税込み

職員数 給 料 職員手当 期末勤勉手当 計 １人当り給与

　　　　ただし、派遣職員の分は含みません。

1,646,570,981 円 166,263,371 円 10.1 ％

総 費 用 (Ａ) 人 件 費 (Ｂ) 人件費率
(Ｂ/Ａ)

×100

― 4

２　職員の給与の状況

25歳未満

25歳以上30歳未満 1 ―

30歳以上35歳未満

― 4

60歳以上 ―

1 1 1 ― ― 3

―

職　種
事務職員

技 術 職 員

0

55歳以上60歳未満 3 1 ― ―

合 計
年　齢 土 木 電 気 化 学 その他

　（４）年齢別職員数（平成３１年４月１日現在）

35歳以上40歳未満

40歳以上45歳未満

50歳以上55歳未満

―

―

― ―

45歳以上50歳未満 2 1

―

3 ―

1

6

1 ― ― ― ― 1

3 ― ―

― 1 ― ― ― 1

― 1

― 1 ― ― ― 1

―

21

　（注）人件費は、特別職（企業長・議会議員・監査委員）、一般職に支給する給料、

334,783 円 380,134 円

　（注）１　特別職（企業長・議会議員・監査委員）及び派遣職員の分は含みません。

合 計 10 04 3 4

　（１）人件費の状況（令和元年度）　　　　　　　　　　税込み　　
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３８時間４５分 ７時間４５分 ８時３０分 １７時１５分 １２時～１３時

３　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

　（１）勤務時間（平成３１年４月１日現在）

１週間の正規
の勤務時間

１日の正規
の勤務時間 開始時刻 終了時刻 休憩時間

2,000 円

通勤手当 運賃相当額

(支給限度額55,000円)

月額

（通勤距離が２ｋｍ以上の者に限る）

交通用具利用者

交通機関利用者

（通勤距離が２ｋｍ以上の者に対し、

借家・借間 100 円

　（家賃12,000円超の場合に限る）

　家賃額に応じて支給

子１人につき 月額 10,000 円

父母等１人につき 月額 6,500 円

　（６）扶養手当・住居手当・通勤手当の状況（平成３１年４月１日現在）

扶養手当 　配　偶　者 月額 6,500 円

　（５）時間外勤務手当の状況（令和元年度）

支 給 総 額 2,155,688 円

職員１人当たり平均支給年額 119,760 円

大学卒 １級21号給 172,200 円

　（４）職員の初任給の状況

区 分 行政職給料表適用

平成３１年４月１日現在
高校卒 １級５号給 150,700 円

１６歳から２２歳までの子で１人
につき加算する額

月額 5,000 円

住居手当

月額

～

27,000 円

扶

養

親

族

～

　交通用具の種類及び通勤距離に応じて支給） 38,400 円

区　　　分 給料（月額） 期末手当（年間）

企 業 長 495,000 円 3.40 月分
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　営利を目的とする私企業を営むことを目的

　とする会社、その他の団体の役員、顧問、
―

　評議員及び当該会社、団体の重要方針決定

　　営利企業等の従事許可の状況（令和元年度）

営利企業等の従事の内容 許可件数

　（１）分限処分（令和元年度）

　　　　　該当なし

　（３）育児休業の状況（令和元年度）

　　　　　該当なし

特別休暇
勤務しないことがやむを得ないと認められる

有 給

介護休暇 無 給

年次休暇 １年につき２０日間 有 給

病気休暇
引き続き９０日（高血圧症等であるときは

有 給
１８０日）以内

　（２）休暇等

休暇等の種類 休 暇 等 の 期 間 給与支給の有無

４　職員の分限及び懲戒処分の状況

ときに、その都度、必要と認められる期間。

連続する６月の期間内

　に参画する上級職員の地位を兼ねる場合

―

５　職員の服務の状況

0 件

　自ら営利を目的とする私企業を営む場合

　報酬を得て事業若しくは事務に従事する場合

計

―

　　　　　該当なし

　（２）懲戒処分（令和元年度）
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希望者 19

名

技術

人

人　胃がん検診

　　　　　該当なし

　大腸がん検診 全職員 16

検 査 内 容

一般検診、検尿、聴力、血液検査、心電図

　（注）受診者数は、企業長を含みます。また、人間ドック受診者も含みます。

　（２）公務災害補償（令和元年度）

　一般健康診断 全職員 19 人

　（１）健康診断の実績（令和元年度）

健康診断の種別 対象者 受診者数

国及び県などが実施する研修で、水道技術管理者
研修、水質検査精度管理研修、水道等衛生対策会
議、サイバー攻撃対策セミナー、健康管理研修、
安全運転管理者研修など技術 17 名

合 計

７　職員の福祉及び利益の保護の状況

67 名

民間企業
10

9 名

公的機関等
事務 19 名

民間企業が実施する研修で、電気設備保全管理講
習会、水質分析技術講習、各種技能講習、水質機
器操作講習、パソコン研修など

６　職員の研修の状況

研修の状況（令和元年度）

実 施 機 関 受講者数 備 考

名

(公社)日本水道協会
事務 8 名 本部、九州地方支部及び佐賀県支部が実施する研

修で、全国会議、水道技術管理者研修会、事務・
技術研究会、水道課長会、配管設計講習会など技術

　（５）不利益処分に関する不服申立ての状況

　（４）勤務条件に関する措置の要求の状況

　（３）福利厚生事業

事務

　　　　　該当なし

　　　（注）公務災害補償については、地方公務員災害補償基金佐賀県支部に加入しています。

　　　　　該当なし

　　　　　該当なし
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